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根拠法  独立行政法人国立健康・栄養研究所法（平成 11 年法律第 180 号） 

主務府省 １ 厚生労働省大臣官房厚生科学課、政策統括官付政策評価官（評

価委員会庶務） 

         ２ 健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）に基づく業務の一部は

内閣府（消費者庁）と共管 

設立年月日 平成 13 年４月１日 

沿 革  大 9.9内務省栄養研究所 → 昭 13.1厚生省栄養研究所 → 昭 22.5厚生省国立栄

養研究所 → 平元.10 厚生省国立健康・栄養研究所 → 平 13.1 厚生労働省国立

健康・栄養研究所 → 平 13.4 独立行政法人国立健康・栄養研究所 

目 的 国民の健康の保持及び増進に関する調査及び研究並びに国民の栄養

その他国民の食生活に関する調査及び研究等を行うことにより、公衆衛生

の向上及び増進を図ることを目的とする。 

業務の範囲 １．国民の健康の保持及び増進に関する調査及び研究を行うこ

と。２．国民の栄養その他国民の食生活の調査及び研究を行うこと。３．

食品について栄養生理学上の試験を行うこと。４．上記１から３に掲げる

業務に附帯する業務を行うこと。 

○ 上記の業務のほか、次の業務を行う。１．健康増進法（平成 14 年法律

第 103 号）の規定に基づき、国民健康・栄養調査の実施に関する事務を

行うこと。２．健康増進法の規定に基づき、特別用途食品の許可又は承

認を行うについて必要な試験を行うこと。３．健康増進法の規定により

収去された食品の試験を行うこと。 

財務及び予算の状況 

＜資本金＞ なし 

＜国有財産の無償使用＞ あり 



＜予算計画＞                      （単位：百万円） 

 
区   別 

中期計画予算 

（平成 23～27 年度） 
平成 25年度予算 

収

入 

運営費交付金 

手数料収入 

受託収入 

栄養情報担当者事業収入 

寄附金収入 

雑収入 

計 

3,446 

   26 

  316 

   32 

   42 

   24 

3,886 

  659 

    5 

   63 

   － 

    8 

    4 

  739 

支

出 

人件費 

うち 基本給等 

   退職手当 

一般管理費（光熱水料、図書館関係経費等） 

業務経費 

 国民健康・栄養調査に関連するサーベイ

ランスプログラム 

 食品収去試験等業務 

 栄養疫学プログラム 

 健康増進プログラム 

 臨床栄養プログラム 

 基礎栄養プログラム 

 食品保健機能プログラム 

 国際栄養協力事業 

 健康食品安全情報ネットワーク事業 

 健康栄養情報事業 

受託経費 

 特別用途食品表示許可試験費 

 受託経費 

 栄養情報担当者事業経費 

 寄附研究事業費 

計 

2,520 

2,413 

  107 

  397 

  553 

 

   50 

   19 

   69 

   68 

   31 

   50 

   40 

   37 

  102 

   87 

  416 

   26 

  316 

   32 

   42 

3,886 

  495 

  440 

   56 

   75 

   93 

 

   10 

    4 

   13 

   12 

    5 

    9 

  7 

  6 

  10 

  16 

  76 

   5 

  63 

  － 

   8 

 739 

＜短期借入金の限度額＞ １００百万円 

組織の概要 

＜役員＞ （理事長・定数 1 人・任期４年）古野 純典 （理事・定数１人・

任期２年）丸山 浩 （監事・定数２人・任期２年）（非常勤）横山 明、（非

常勤）岡山 明 

＜職員数＞９４人（常勤４０人、非常勤５４人） 

 



＜組織図＞ 

監事（２）

理事
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中期目標 

 

第１ 中期目標の期間 

 独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第２９条第２項第１号の中期目標の期間は、平成

２３年４月１日から平成２８年３月３１日までの５年間とする。 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 通則法第２９条第２項第３号の国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

事項は、次のとおりとする。 

 

  １．研究に関する事項 

  （１）国の生活習慣病対策等の施策としてより効果的な反映が見込まれる研究に関する事項 

     研究所の独自性を発揮するとともに、厚生労働省及び地方自治体等における健康づくり施策

に必要不可欠な科学的知見を集積し、発信することを目的として、以下の分野に特化・重点

化して研究を行うこと。 

     ア 生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に関する研究 

イ 日本人の食生活の多様化と健康への影響、及び食生活の改善施策に関する 

栄養疫学的研究 

ウ 「健康食品」を対象とした食品成分の有効性評価及び健康影響評価に関す 

る調査研究 

      エ 科学技術基本計画に沿って、研究機関として独自性の高い基礎的・応用的 

研究を行うこと。 

オ 研究の成果をより広く社会に還元するために、食育推進基本計画に資する 

調査研究を推進し、専門家（管理栄養士等）への情報提供を行うこと。 

 

  （２）研究水準及び研究成果等に関する事項 

ア 健康・栄養に関する施策、ガイドライン等の科学的根拠につながる質の高い研究を行

い、研究成果を論文等を通じて社会に発信・還元を行うこと。 

イ 健康・栄養関連の専門家を対象としたセミナー、一般向けの講演会等を開催すること。 

ウ 研究所の一般公開を実施するとともに、中学校・高等学校等からの見学にも積極的に

応じること。 

 

  （３）研究実施体制等の整備に関する事項 

ア 独立行政法人という組織形態の利点を最大限活かした研究資金等の運用及 

び人的資源の配置により、研究・業務の効率化を図ること。 

イ 国内外の産業界を含む健康・栄養・食品関係の機関との共同研究の拡充等 

を目的として、研究所研究員の派遣及び他機関等の研究員の受入れをより積 

極的に行うこと。 

ウ 大学及び民間企業等との連携・協力により、研究者の交流を進め、人材の養成と資質の

向上を図ること。 

エ 調査及び研究の円滑な実施が図られるよう、適切な措置を講ずるとともに、他機関との

共同研究及び受託研究において、双方の研究施設及び研究設備の稼働状況に応じた共同利

用を図ること。 

 

  ２．法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際協力等に関する事項 

  （１）健康増進法に基づく業務に関する事項 

ア 国民健康・栄養調査の実施に関する事務のうち、集計事務については、「健康日本２

１」、都道府県健康増進計画等の政策ニーズに適時対応して、迅速かつ効率的に集計を

行うこと。また、外部委託のより積極的な活用、高度集計・解析システムの活用等によ

り効率化を図る。 

イ 健康増進法第２７条第５項（同法第２９条第２項、第３２条第３項及び第３２条の３



第３項において準用する場合を含む。）の規定により収去した食品の試験業務を的確に

実施すること。対応可能な試験（収去試験を含む。）について積極的に民間の登録試験

機関の活用が図られるよう、検査方法の標準化、検査精度の維持・管理に一層重点的に

取り組むこと。 

 

  （２）社会的・行政ニーズへの対応に関する事項 

ア 関連機関等と定期的な情報交換の場を設け、社会的・行政ニーズを把握すること。 

イ ホームページ等を通じて国民からのニーズを把握すること。 

 

  （３）国際協力、産学連携等対外的な業務に関する事項 

ア 国際協力の対外的な業務については、政府関係部局との連携を強め、国際栄養協力体

制を充実強化し、特にＷＨＯ研究協力センターとして指定を受けて、アジア地域におけ

る国際貢献と学術的ネットワークの構築を行うことにより、国際社会における役割を果

たすこと。 

イ 産学連携の対外的な業務については、政府関係部局との連携を強め、産学連携推進機

能の強化により、産学連携をより一層進め、研究成果の社会への還元と知的財産の獲得

を目指すこと。 

 

  （４）栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関する事項 

 栄養情報担当者（以下「ＮＲ」という。）認定制度については、既存の資格取得者の取扱

い等について検討の上、第三者機関への業務移管を行うこと。 

 

  ３．情報発信の推進に関する事項 

  （１）研究所として総合的な情報発信を行うための体制を強化し、対外的な業務の推進を図ること。 

 

  （２）研究所の活動状況に関する情報をホームページを介して広く公開すること。 

 

  （３）研究所の諸活動及び研究業績については、研究所報告やニュースレターの刊行及び電子メデ

ィアでの配信により公開すること。 

 

  （４）研究所の諸規程、職員の公募等、必要な情報の提供は、ホームページ等を活用し積極的に行

うことにより、その充実を図ること。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

  通則法第２９条第２項第２号の業務運営の効率化に関する事項は次のとおりとする。 

 

 １．運営体制の改善に関する事項 

  （１）研究所の意思決定と運営を機動的かつ効率的に行うことができるよう、役員組織と研究部門

及び事務部門との間の連絡を密にし、内部統制を強化すること。 

 

  （２）研究企画及び評価に関わる機能及び体制の強化を図り、研究業務の包括的、計画的な実施を

進めること。 

 

  （３）業務の確実な実施のため、各研究・業務に関する内部進行管理及び評価を行うこと。 

 

  （４）法人運営に関して透明性を確保するとともに、国民に向けての説明責任を全うするため、広

報体制を強化し、迅速な情報公開に努めること。 

 

  （５）外部資金の獲得に積極的に取り組むとともに、経費節減や現況資源の有効利用を進めること。 

 

  ２．研究・業務組織の最適化に関する事項 

  （１）業務効率化の観点から、研究部組織体制の見直しを行い、その最適化を図ること。 



 

  （２）民間団体、大学、地方公共団体、他府省等における調査研究との相互補完を図る観点から、

重複・類似する研究を排除して研究の効率化を目指すとともに、他の研究機関との連携のあ

り方について検討を行い、連携・交流を強化することにより組織・研究の活性化を図ること。 

 

  ３．職員の人事の適正化に関する事項 

  （１）重点的に行う研究及び法律に基づく業務に対して適切に職員を配置し、効率的に研究業務を

行うこと。なお、収去食品の試験業務における民間登録試験機関での試験導入に伴う要員の

見直し及び、研究所におけるＮＲ認定制度業務の廃止に伴う要員の合理化を図ること。 

 

  （２）研究職員の個人評価の結果を昇給・昇任等、給与面に反映させること。 

 

  （３）研究職員の流動化計画に沿って原則公募制・任期制により採用を行い、研究者層の向上を図

ること。 

 

  （４）事務職員についても適切に評価を行い、資質の向上と業務の効率化を図ること。 

 

  ４．事務等の効率化・合理化に関する事項 

  （１）業務の効率化を図るため、事務書類の簡素化、電子化、事務作業の迅速化を進めるとともに、

定型的な業務でアウトソーシング可能なものについては外部委託を行うこと。 

 

  （２）事務職員については、研修会やマネジメントセミナー等を通じ、研究所経営への参加意識を

高めるとともに、業務意識の高揚を図ること。 

 

  （３）業務の効率化を図るため、業務・システムの最適化を図ること。 

 

  ５．評価の充実に関する事項 

  （１）毎年度内部評価委員会において、主要な研究業務に関して内部評価を実施すること。 

 

  （２）第三者による外部評価委員会により、年度計画の事前及び事後評価を行うこと。 

 

  （３）評価に関する結果は、ホームページで公開すること。 

 

  （４）研究職員について自己点検・評価を行うとともに、できるだけ客観的な指標に基づく評価を

毎年実施すること。 

 

  ６．業務運営全体での効率化 

（１）一般管理費（運営費交付金を充当して行う事業に係るもの。人件費は除く。）については、

中期目標期間の最終年度までに、平成２２年度を基準として１０％以上の削減を達成するこ

と。 

 

  （２）人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

（平成 18 年法律第 47 号）、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平成 18 年

7 月 7 日）に基づき平成 18 年度からの 5 年間で平成 17 年度を基準として 5％以上削減すると

した人件費改革の取組を平成 23 年度まで継続すること。また、総人件費についても、政府に

おける総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直すこと。 

併せて、研究所の給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め

役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正

化に計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表すること。 

 

（３）業務経費（運営費交付金を充当して行う事業に係るもの。）については、中期目標期間の最

終年度までに、平成２２年度を基準として５％以上の削減を達成すること。 



 

  （４）契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21年 11月 17

日閣議決定）に基づく取組を着実に実施すること。 

なお、研究事業に係る調達については、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求すること。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

  通則法第２９条第２項第４号の財務内容の改善に関する事項は、次のとおりとする。 

 

  １．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する事項 

  （１）運営費交付金以外の競争的研究資金については、中期目標期間の最終年度までに、研究資金

の５０％以上の獲得を達成すること。 

 

  （２）各種研究から生じる知的財産（特許権等）の有効活用及び研究成果等の社会への還元を目的

とした出版等を行うことにより、自己収入の増加を図ること。 

 

  ２．経費の抑制に関する事項 

  （１）各部門において、常勤職員の人件費も含めたコスト管理を四半期毎に行い、効率的な資金の

運用とコスト意識の向上を図ること。 

 

  （２）研究業務の集約化、アウトソーシング等により人的資源の有効活用並びに経費の節減を図る

とともに、業務運営に係る経常的経費の削減を図ること。 

     

第５ その他の業務運営に関する重要事項 

  通則法第２９条第２項第５号のその他の業務運営に関する重要事項は、次のとおりとする。 

 

  （１）セキュリティの確保 

 「第 2 次情報セキュリティ基本計画」等の政府の方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ

対策を推進すること。 



貸借対照表
（平成２５年３月３１日）

（単位：円）

科 目
資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 100,075,977
      前渡金 5,000

前払費用 573,250
未収入金 10,456,745
未収収益 645,612

流動資産合計 111,756,584

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

工具器具備品 595,577,513
減価償却累計額 △ 564,171,314 31,406,199

 リース資産（工具器具備品） 69,051,800
減価償却累計額 △ 69,051,800 0

有形固定資産合計 31,406,199

２ 無形固定資産
電話加入権 1,549,800
無形固定資産合計 1,549,800

固定資産合計 32,955,999
資産合計 144,712,583

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 16,303,307
預り寄附金 2,140,814
未払金 61,225,207
前受金 12,744,800
預り金 7,870,013

流動負債合計 100,284,141

Ⅱ 固定負債
資産見返負債

資産見返運営費交付金 22,806,864
資産見返寄附金 469,396
資産見返(その他) 2,873,281
資産見返物品受贈額 1,436,400
固定負債合計 27,585,941 27,585,941
負債合計 127,870,082

純資産の部
Ⅰ 資本金 0

Ⅱ 資本剰余金 0

Ⅲ 利益剰余金
積立金 4,373,916
当期未処分利益 12,468,585
（うち当期総利益） 12,468,585
利益剰余金合計 16,842,501
資本合計 16,842,501

負債純資産合計 144,712,583

金 額

【独立行政法人国立健康・栄養研究所】



損益計算書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

（単位：円）
科 目

経常費用
研究業務費

給与及び手当 243,033,501
法定福利費 39,453,585
退職金手当 42,224,802
非常勤職員賃金 48,585,198
業務委託費 30,918,502
支払リース料 2,412,129
賃借料 5,271,685
減価償却費 19,408,563
保守・修繕費 8,815,873
水道光熱費 51,407,063
旅費交通費 7,249,277
消耗品費 49,034,980
備品費 10,010,631
謝金 5,016,680
通信費 1,325,318
図書印刷費 399,000
その他 3,891,941 568,458,728

一般管理費
役員報酬 32,377,781
給与及び手当 77,758,175
法定福利費 16,151,696
退職金手当 160,029
非常勤職員賃金 10,136,434
業務委託費 4,526,615
保守・修繕費 2,164,212
水道光熱費 10,391,861
旅費交通費 265,120
消耗品費 4,110,281
通信費 2,089,783
その他 2,463,056 162,595,043

財務費用
支払利息 214,579

  雑損 1,953
経常費用合計 731,270,303

経常収益
運営費交付金収益 618,727,086
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 7,969,606
資産見返物品受贈額戻入 2,839,278
資産見返寄附金戻入 557,290
資産見返戻入（その他） 2,500,442 13,866,616

受託収入 52,880,984
試験手数料収入 1,548,000
栄養情報担当者事業収入 22,133,000

    講習会収入 493,500
寄附金収益 5,709,856
雑益 28,360,043
財務収益

受取利息 19,803
経常収益合計 743,738,888

経常利益 12,468,585

臨時損失
固定資産除去損 29,627

臨時利益
    固定資産見返物品運営費交付金戻入 29,627

当期純利益 12,468,585

当期総利益 12,468,585

金 額



 


